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経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する中間報告② 

（税務手続の電子化等の推進、個人所得課税の見直し）【平成29年11月20日 政府税制調査会】 

（抜粋） 

 

（２－２）経済社会のＩＣＴ化等を踏まえた所得把握のあり方 

経済社会のＩＣＴ化に伴い、前述のとおり、いわゆる「デジタルエコノミー」が発展し、これにより、例えばシェアリングエコノミーのような消費者

間（ＣtoＣ）や消費者・事業者間（ＣtoＢ）のオンライン取引が拡大し、インターネットを通じて個別の仕事を請け負う新たな働き方（いわゆる「ギグエ

コノミー」）も増え始めている。こうした動きは、新たな成長市場を創出する可能性があり、我が国経済にとって、その成長と発展が望まれることは言う

までもない。他方、ＩＣＴ化が進展した経済社会における取引については、一般に、 

・ 市場参加者の匿名性が高いこと 

・ 事業者と顧客の１対１の取引ではなく、ネットワーク上にいる全市場参加者の多数対多数のマッチング市場で行われるものであること 

・ 商品・サービスの消費者と提供者が、卸売等の仲介事業者を挟まず、直接接触し、取引が行われること 

などの特徴を有しているが、従来型の経済取引を前提とした様々な枠組みや制度が、このような新たな取引の実態に十分に追いついていない面があり、

市場の健全な発展のためにも適切な対応が求められる。 

 税制との関係では、デジタルエコノミーにおける取引を通じて稼得する者の所得をいかに適切に把握するかが論点となるが、当調査会としては、こう

した課題について、諸外国においてどのような対応が行われているか調査を行った。 

 一連の海外調査を通じて、主要国においては、大別して、①一定の者から関連する情報を税務当局に提出させる法定調書の仕組みや、②調査対象者が

個別に特定されていない段階でも、一定の条件の下、税務当局が第三者に対し取引情報等の提供を要請する仕組みが整備されていることが確認された。 

まず、法定調書については、我が国においても、基本的に、一定の取引を行い、報酬を支払う「企業」が税務当局に提出する仕組みとされているが、

「個人」が報酬を支払う場合には、基本的に提出義務がないことから、個人同士がインターネットを介して取引を行うケースでは、所得の把握が困難で

あるという課題がある。他方、無数の個人に法定調書の提出を求めることは、事務負担や適正な執行を担保する面から課題がある。 

 この点、主要国においては、同様の問題意識から、法定調書により、資金決済機関やインターネット上で様々な取引の仲介等を行う事業者に情報の提
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出を求めるといった対応を行っている国があることが確認された。（詳細は下記の参考２を参照） 

 また、税務当局が必要に応じて第三者に対し不特定の納税者に係る情報の提供を要請する仕組みについても、従前からこうした制度が存在していた国

があるほか、近年、インターネット取引に関連する課税漏れの増加等に対応するため制度整備を行った国もあることが確認された。（詳細は下記の参考３

を参照） 

 こうした情報提供要請権限については、機動的な情報収集を可能としつつ権限行使の適正性を担保するための枠組みをどうするかが課題となるが、今

後も変化・多様化し続けるデジタルエコノミーの取引形態に関して柔軟に情報収集を行うためには有効なツールと考えられる。また、国際課税の文脈で

は、国際的租税回避商品の購入者等の把握が重要となっているが、不特定の納税者に関する情報提供要請権限が導入された場合、そうした課題に対して

も有用となる可能性がある。 

デジタルエコノミーにおける取引を通じて稼得する者の所得の適切な把握については、我が国においては未だ黎明期にあるデジタルエコノミーの普及

拡大の重要性に留意しつつ、関係者の事務負担、税制以外の制度の整備状況を踏まえ、諸外国の制度も参考に具体的な方策に関する検討を進める必要が

ある。 

（参考２）主要国における取組（法定調書） 

・ アメリカでは、銀行等の決済機関及び第三者決済機関が、売上等の決済情報を税務当局に報告する法定調書が存在している。

・ フランスでは、インターネット上で様々な取引の仲介等を行う事業者が、当該取引の当事者の収入等に係る情報を税務当局に報告する法定調書が

2020年から導入される予定。 

（参考３）主要国における取組（情報提供要請権限） 

・ フランスでは、2014年に、インターネット取引を通じて稼得された所得に係る課税漏れの増加等に対応する観点から、調査対象者が特定されてい

ない段階でも、税務当局が第三者に対し一定の条件を指定し、該当する取引情報等の提供を要請することが可能とされた。 

・ イギリスでは、税務当局が不特定の納税者に係る情報提供要請を行う仕組みについて、2013年・2016年の法改正により、一定の条件の下で、情報

提供要請の対象となる第三者の範囲が、様々な取引の仲介等を行う事業者等に拡大された。 

・ ドイツでも、判例に基づき税務当局が不特定の納税者に係る情報提供要請を行うことが可能であったが、2017年の法改正により、こうした権限が

法律上明文化された。 

・ アメリカやカナダでは、従前から、一定の手続的統制の下で、税務当局が不特定の納税者に係る情報提供要請を行う仕組みが存在している。
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自主的な適正申告の促進策 
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シェアリングエコノミーに関する近年の動向（主なもの） 

（注１）平成 30 年９月現在、20 事業者が認証を受けている。 

（注２）当該認証を受けていないプラットフォーム事業者においても、 

    自主的に本人確認を実施している例が複数ある。 

＜シェアリングエコノミー全般＞ ＜民泊＞ 

 

・ 中間報告書の一項目として、シェアリングエコノミー・モデルガ

イドライン*を提示。 

* 各業界が自主的なガイドライン等を策定する場合に盛り込むことが考

えられる項目及び内容を示したもの。 

平成 28 年 11 月 

 内閣官房 IT 総合戦略室シェアリングエコノミー検討会議、 

 中間報告書を公表 

 

・ 上記モデルガイドラインに沿って業界の自主ルールを策定する

とともに、同ルールに適合したプラットフォーム事業者を認証（申

請ベース）する仕組み（注１）。 

・ 利用者の本人確認の実施が審査項目の一つ（注２）。 

平成 29 年６月 

 （一社）シェアリングエコノミー協会、 

 「シェアリングエコノミー認証制度」を開始 

・ 住宅宿泊事業者（民泊のホスト）について、都道府県知事へ

の届出を義務化。 

・ 住宅宿泊事業者の登録情報や実際の宿泊者数等はデータベ

ース化。国税当局を含む関係行政機関で情報を共有。 

平成 29 年６月 住宅宿泊事業法成立 

平成 30 年６月 住宅宿泊事業法施行 

（参考）平成 30 年７月 

 内閣府「『シェアリング・エコノミー等新分野の経済活動の計測

に関する調査研究』報告書」公表 

→ シェアリングエコノミーの市場規模（生産額）について、

4,700 億円～5,250 億円と試算。 

6

0123456789



 
シェアリングエコノミーの仕組み 

○ 総務省「平成 29 年版情報通信白書」（平成 29 年）では、シェアリングエコノミーを「個人等が保有する活用可能な資産等を、

インターネット上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経済活性化活動」と定義。 

（注）シェアの対象として、スペース、移動、スキル・時間、モノ、カネ等を想定、シェアの形態も、レンタルから売買までを対象。

＜仲介者＞ 

マッチングの 

プラットフォーム 

（Uber,Airbnb 

等の企業） 

＜供給者＞ 

サービスの 

提供者 

（個人） 

＜需要者＞ 

サービスの 

利用者 

（個人）

③手数料を含む 

対価の支払い※ 

④財・サービス等の提供（自動車旅客、宿泊など） 

①マッチング機能・決済機能

の提供等に関する契約 

①マッチング機能・決済機能 

の提供等に関する契約 

個人の遊休資産 

（自動車、家等） 

やスキル 

シェアリングエコノミーの仕組み（イメージ） 

（出典）内閣府経済社会総合研究所「『シェアリング・エコノミー等新分野の経済活動の計測に関する調査研究』報告書概要」（平成 30年 7月）及び各社約

款等を基に財務省作成。 

※契約関係はサービスの種類

によって異なる。また、決済

についても提供者と利用者

で直接行うものもある。

⑤手数料を控除した 

対価の支払い※ 

②財・サービス等の提供に関する契約※ 
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作成中 

（内閣府資料を転用） 

 

  

シェアリングエコノミーの類型 

※内閣府経済社会総合研究所「『シェアリング・エコノミー等新分野の経済活動の計測に関する調査研究』報告書概要」（平成 30年 7月）より抜粋 
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※内閣府経済社会総合研究所「『シェアリング・エコノミー等新分野の経済活動の計測に関する調査研究』報告書概要」（平成 30年 7月）より抜粋 

 （赤枠は財務省にて付加） 

シェアリングエコノミーの市場規模 
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〇 ここ数年、民泊サービスが日本でも急速に普及
〇 多様化する宿泊ニーズ等への対応
〇 公衆衛生の確保や地域住民等とのトラブル防止、無許可で
旅館業を営む違法民泊への対応 等

１．住宅宿泊事業者に係る制度の創設
① 都道府県知事への届出が必要
(年間提供日数の上限は180日(泊)とし、地域の実情を反映する仕組みの創設)

② 住宅宿泊事業の適正な遂行のための措置（衛生確保措置、
騒音防止のための説明、苦情への対応、宿泊者名簿の作成・
備付け、標識の掲示等）を義務付け

③ 家主不在型の場合は、上記措置を住宅宿泊管理業者に委託
することを義務付け

④ 都道府県知事は、住宅宿泊事業者に係る監督を実施

背景・必要性 ※ 都道府県に代わり、保健所設置市（政令市、中核市等）、
特別区（東京23区）が監督（届出の受理を含む）・条例制定
措置を処理できる

２．住宅宿泊管理業者に係る制度の創設
① 国土交通大臣の登録が必要
② 住宅宿泊管理業の適正な遂行のための措置（住宅宿泊事業
者への契約内容の説明等）の実施と１②の措置（標識の掲示
を除く）の代行を義務付け

③国土交通大臣は、住宅宿泊管理業者に係る監督を実施

３．住宅宿泊仲介業者に係る制度の創設
① 観光庁長官の登録が必要
② 住宅宿泊仲介業の適正な遂行のための措置（宿泊者への契
約内容の説明等）を義務付け

③ 観光庁長官は、住宅宿泊仲介業に係る監督を実施

概要

○公布 平成２９年６月１６日 ○施行期日 平成３０年６月１５日

住宅宿泊事業法の概要
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住宅宿泊事業に係る情報連携

都道府県
保健所設置市等

国交省

観光庁

関係行政機関
・国税（国税庁）
・警察
・保健所
・消防
・都道府県保健所設置市等

住宅宿泊
管理業者

住宅宿泊
仲介業者

住宅宿泊
事業者

・住宅宿泊仲介業者登録申請書等

・住宅宿泊業者届出書等
・定期報告

・住宅宿泊管理業者登録申請書等

○ 住宅宿泊事業に関連する各事業者の情報は、観光庁で取りまとめの上、関係行政機関へ提供
○ 提供に当たっては、申請・届出情報に加え、各種報告情報も付加

観光庁 「民泊制度運営システム」

○申請・届出情報
氏名（名称）、住所（所在地）、物件所在地、法人番号

○定期報告情報
宿泊提供日数や宿泊者数など

※ 上記のほか、随時報告情報も併せて提供される予定
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